様式第１７【別紙１】 

廃棄物収集運搬車の低燃費化事業実施計画書
	事業の名称
	廃棄物収集運搬車の低燃費化事業

	事業実施の代表者
（事業の実質の責任者）
	会社名等
所属
所在地
役職名
氏名
ＴＥＬ
ＦＡＸ
E-mail
	

	事業実施の担当者
（問い合わせに対応できる者）
	会社名等
所属
所在地
役職名
氏名
ＴＥＬ
ＦＡＸ
E-mail
	

	経理責任者
	会社名等
所属
所在地
役職名
氏名
ＴＥＬ
ＦＡＸ
E-mail
	

	共同事業者の代表者
	会社名等
所属
所在地
役職名
氏名
ＴＥＬ
ＦＡＸ
E-mail
	

	共同事業者の担当者
	会社名等
所属
所在地
役職名
氏名
ＴＥＬ
ＦＡＸ
E-mail 
	

	事業の目的・概要
	先進環境対応車を選定した理由等を記入する。

	補助対象車両（廃棄物の収集運搬の用に供する先進環境対応型ディーゼルトラック）
	登録年月日
	複数台の場合は別紙でも可

	
	登録番号
	複数台の場合は別紙でも可

	
	車台番号
	複数台の場合は別紙でも可

	
	車名（メーカー）・型式
	複数の場合は別紙でも可

	
	架装業者
	複数者の場合は別紙でも可

	
	車体の形状
	複数の場合は別紙でも可

	
	用途
	複数の場合は別紙でも可

	
	所有者の氏名又は名称
	

	
	所有者の住所
	

	
	使用の本拠の位置
	

	
	区分注１
	（大型）
	（中型）
	（小型）

	
	台数
	台
	台
	台

	
	抵当権の有無
	複数台の場合は別紙でも可

	補助対象車両の使用計画
	補助対象車両の用途
	具体的に記載する。

	
	年度間走行距離（km）
（別紙に、車両毎の年度間走行距離見込（km）の内訳（発着場所を含む）を添付すること。）※１
	（km）

	事業の効果
【ＣＯ２削減量及び費用対効果（ＣＯ２を１トン削減するために必要な経費）】注２、３
	【ＣＯ２削減量】
（　　　　　　　　　　ｔ－ＣＯ２／年）
【費用対効果】

（　　　　　　　　　　円／ｔ－ＣＯ２）
＊　燃費（km/L）の根拠は別紙を添付してもよい。
＊　燃料（軽油）のＣＯ２排出係数は２．６１９（kg-CO2/l）とする。

	事業実施に関連する事項
	＊他の補助金との関係を記入する。


※１　年度間走行距離（ｋｍ）は,補助対象車両が廃棄物の収集運搬に供するため、実績にあっては、継続事業における従前の車両の直近年度の年度間走行距離とし、計画にあっては、収集運搬地域の新規又は拡大に伴う年度間走行の見込み距離とする。
注１： 大型とはベース車両の車両総重量が１２トン超のもの、中型とはベース車両の車両総重量が７．５トン超１２トン以下のもの、小型とはベース車両の車両総重量が３．５トン超７．５トン以下のものをいう。
注２： ＣＯ２排出削減量を求める計算式。また、その根拠資料を添付してください。
　　　　走行距離（km/年）×排出係数（kg-CO2/L）　　　　　　　　　　　走行距離（km/年）×排出係数（kg-CO2/L）　　　　　
当該車両と同等の運搬能力を有する車両の燃費（km/L）×1,000　　　　　　先進環境対応型の燃費（km/L）×1,000
＝ 年間のＣＯ２排出削減量（t-CO2/年）
当該車両と同等の運搬能力を有する車両の燃費は以下のとおりとする。
①代替とした車両メーカーの重量車モード燃費。
②代替車両がない場合は、平成２１年に購入した場合の車両メーカーの重量車モード燃費。

注３：費用対効果を求める計算式
CO2削減コスト[円／tCO2] =補助対象経費支出予定額[円]＊1÷（年間のＣＯ2排出削減量[t-CO2/年] ＊2×耐用年数[年]）＊3
＊1 補助対象経費支出予定額は、P21経費内訳の④欄の額をいう。

＊2 注2で算出した年間のＣＯ２排出削減量をいう。
＊3 耐用年数は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年3月30日大蔵省令第15号）別表第一「機械及び装置以外の有形減価償却資産の耐用根数表」の種類欄「車両及び運搬具」の「特殊自動車」の「タンク車、じん芥車、し尿車、寝台車、霊きゅう車、トラックミキサー、レッカーその他の特殊車体を架装したもの」の4年とする。
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